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第１章 EU の FTA における輸出制限規制の進展状況
についての考察 

羽村 康弘 

１．輸出制限をめぐる最近の国際情勢 

近年，世界各国が輸出制限を導入し，各種産品の安定的な供給に混乱を引き起こす事例

が増えている。特にレアアースに係る輸出制限が増加し（OECD, 2025a），「資源ナショナ

リズム」が指摘されるようになってきている（Financial Times, 2026a）。EU も，中国が，

その電気自動車に対して EU が賦課したアンチダンピング関税に反発して導入したレアア

ースに対する輸出制限について（日本経済新聞, 2025），域内への供給に混乱が生じないよ

う中国と集中的に交渉を行ってきている（Financial Times, 2025a; 2025b; 2025c）。農産

品についても，最近は減少傾向にあるものの（OECD, 2025b），2007 年～2011 年の農産

品価格高騰時や，新型コロナパンデミック時，さらには 2022 年のロシアのウクライナ侵

攻時において，多くの国が輸出制限を導入して安定的な供給に混乱を引き起こしている。 

 これら輸出制限を規律する GATT/WTO の規制は，次節で述べるとおり，輸入制限と比

較すると大きく立ち遅れたままの状態である。さらに，近年，GATT/WTO 制度自体の弱

体化が進んできている。特に最近においては，第二次世界大戦以降自由貿易体制を担って

きた米国の方針が大きく変化したこともあって，衰退が著しい（Financial Times, 2025i; 

2026a; 2026b）。 

 このような物品の安定的な輸入が危惧される状況に対応すべく，EU は，昨年 9 月の欧

州委員会委員長の一般教書演説において，クリーンテクノロジー分野や自動車産業分野に

おける公共調達で“Made in Europe”基準を導入すると宣言している（European 

Commission, 2025a）。また，EU は，昨年 12 月に公表した経済安全保障文書において，

共通の戦略的利益を共有していない国や少数の国からの投入財，中間財，サービスの供給

に依存しているなどリスクが高い分野を挙げている。ここで，工業産品分野では，特定の

重要原材料，クリーンテクノロジー部品，汎用半導体を挙げ，農食産品分野でも，飼料，

飼料添加物及び肥料を挙げている（European Commission, 2025b）。そして，EU は，こ

れらリスクが高い分野について，EU 域内の供給力を促進し，また，域外諸国との協力を

通じて供給の多様化を図るための措置を講ずるとしている。 

具体的な施策としては，工業産品分野においては，既に EU は，EU 産業にとって重要

なレアアースなど重要鉱物等の供給を確保するため，2024 年に重要原材料法（Critical 

Raw Materials Act）を成立させ，その自給率を 3%から 10%に上げる目標を設定してい

た。今年度においては，レアアースの共同購買，備蓄等のための専用資金を備えたセンタ

ー創設の検討を開始している（Financial Times, 2025f）。また，半導体産業では域内生産
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増強のため財政支援を検討し（朝日新聞, 2026），自動車産業では，業界内で見解の対立が

あるものの（Financial Times, 2025h），部品の域内調達率を上げる検討を開始している

（Financial Times, 2025g）。このように，工業産品分野においては，レアアースなど重要

鉱物，クリーンテクノロジー部品，自動車産業部品等において域内生産重視への傾きが強

まっている(1)。 

一方で，農食産品分野においては，工業産品分野におけるような明確な域内生産重視へ

の傾きは見られない。そもそも，EU は農産品の純輸出国となり，域内で十分な食料を生

産することはもはや課題ではなくなり，食料安全保障を主として途上国の問題として解釈

しているとされる（Cardwell, 2012, p. 281）。また，EU は，その単一市場によって広大な

EU 域内の異なる土壌や気候の地域から多様な農産品を安定的に供給することができてい

ると考えている（EFSCM, 2023）。ゆえに，工業産品分野と比較すると域内への農食産品

の安定的な供給に対する懸念は大きくない。なお，欧州委員会委員長は，上記一般教書演

説において“Buy European food”キャンペーンを立ち上げると宣言しているが，具体的内

容については，EU 産農産品の購入促進や認知向上に向けてのプロモーション活動が中心

である。また，上記のとおり，昨年 12 月に公表された経済安全保障文書においては，農食

産品分野についてもリスクが高い物品が挙げられているが，例示されているのは，飼料，

飼料添加物及び肥料と限られている。むしろ，EU は，次期中期予算について，CAP 削減

につながる提案を行って農業団体や農業国のフランス等から強い反発を受けている

（Financial Times, 2025d; 2025j）。 

ところで，EU は，工業産品分野においては，少なくとも中短期的には域内からの供給

増は限界があることもあって，域外からの輸入の安定化を強化する必要があると考えてい

る。このため EU は，現在，豪州，マレーシア等多くの国々と FTA 締結交渉を行ってお

り，2026 年 1 月にメルコスールとの間の FTA に署名し，さらにインドとの間の FTA に

合意している(2)。これらの FTA は，EU にとって，レアアースなど重要鉱物や半導体等の

サプライチェーンを確保するためにも重要であると考えられている（Financial Times, 

2025e）(3)。ここで，メルコスールや豪州との FTA については，域内の農業団体やフラン

ス等から，農産品の輸入増により域内農業生産が犠牲になるとの懸念が強く訴えられてき

たものである。メルコスールとの FTA については，最終的に EU は，域内農家向けの対策

を充実させること等で手当てしつつ，域内の農業団体やフランス等の反対を押し切って署

名している。これらの FTA を締結することは，農食産品分野においては，域内生産重視と

は反対の効果を有する政策であるとも言える。 

ただし，EU は，農食産品分野においても，上記のとおり，飼料，飼料添加物，肥料等の

安定的供給については域外からの輸入に依存していると認識している。さらに，農業生産

や肥料生産に必要なエネルギーについては域内で自給できるはずもない。ゆえに，EU は

域内で十分な食料を生産することはもはや課題ではなくなったと考えてはいるものの，こ

の域内における食料の安定的な生産を行う土台を形成するためには，これまでにおいても，

域外諸国からの安定的な輸入が重要であると考えている。EU は，域内における食料安全
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保障について検討した文書においても，域内のみならず域外との貿易においても輸出制限

を避けることの重要性を指摘している（EFSCM, 2023）。したがって，EU は，最近の工

業産品分野におけるレアアース等ほど緊迫感はないにしても，これまでも農食産品分野に

おいても，輸出制限を規制することに対して関心を示してきている（WTO, 2023）。実際

に，これまで EU が締結した多くの FTA においては，第 4 節で述べるように，農食産品

分野においても，農産品を含めた輸出制限規制を GATT/WTO のレベルより進展させてい

る。 

本稿においては，EU が締結した FTA における輸出制限規制について，特に農産品に係

るものに着目して，その進展状況や進展することに影響を与えた要因として考えられるこ

とについて考察したい。 

まずは次節において，多国間の場である GATT/WTO における輸出制限規制の現状及び

これまで進展しなかった要因を見る。一方で，FTA においては進展しているものが多々見

られることを第 3 節で指摘し，第 4 節では EU の FTA において輸出制限規制が進展して

いるものが多く，割合も高いことを指摘する。そして，第 5 節において，EU の FTA にお

いて輸出制限規制が進展する要因として考えられるものを考察し，第 6 節においては，FTA

において輸出制限規制を進展させることを検討するに当たって EU の FTA を参考にする

ことの意義を考察する。 

なお，本稿は，2026 年 1 月末までの情報を基に記述している。このレポートにおいて

EU と記載している場合は，特にコメントしない限り，EEC（European Economic 

Community, 欧州経済共同体），EC（European Community, 欧州共同体），EU（European 

Union, 欧州連合）の総称である。 

 

２．GATT/WTO における輸出制限規制 

 

（１）GATT/WTO における規定振り及び交渉経緯 

第二次世界大戦後，西側諸国は，戦前の関税引き上げ競争等が閉鎖的な経済ブロックの

出現をもたらし第二次世界大戦を招く一因となったとの反省の上に立ち，貿易自由化を推

進する目的で，1947 年に国際貿易制度として GATT を発足させた。そしてこれを発展的

に改組して 1995 年に設立された WTO によって，国際貿易制度は規律され，運用されて

きている。ただし，このような規律や運用方針においては，輸入制限規制と輸出制限規制

とが同等の内容で行われ，あるいは改善されてきたわけではない。 

GATT においては，貿易自由化を推進するため，①最恵国待遇原則，②内国民待遇原則，

③数量制限の一般的廃止の原則，④合法的な国内産業保護手段としての関税に係る原則に

基づいた規則が実施された。これらの基本原則に基づく基礎的な規則においては，輸入制

限に関しては，国内において効果的な生産制限措置がとられているなど発動可能な場合を

限定し，輸入制限の幅等を詳細に規定し，さらに発動に際して通報することを求めていた。
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これに対して輸出制限に関してはこのような詳細で明確な規定や手続きは置かれなかった

(4)。 

GATT における輸出制限に係る規定は次のような状態であり，輸出制限が認められる幅

が非常に広い。 

まず，輸出制限のうち輸出数量制限については，GATT 第 11 条第 1 項において，輸出

数量規制が，輸入数量規制と同じく，原則として禁止されている。しかしながら，広範な

例外が認められており，農産品に関しては以下のような例外規定が設けられている。 

GATT 第 11 条第 2 項(a)において食糧その他輸出締約国にとつて不可欠の産品の危機的

な不足の場合に輸出数量規制が認められている。 

また，GATT 第 20 条(i)及び(j)において，それぞれ，国内の加工業に対しての不可欠原料

の数量確保のための措置（（i）），国内において供給が不足している産品の獲得又は分配の

ための措置（（j））として，輸出数量規制が認められている(5)。 

そして，GATT 第 21 条においては，国家安全保障を理由とした輸出数量規制が認めら

れている。この例外規定に関しては，伝統的に各国は自国にとって安全保障上必要である

かどうかは自らが決める（self-judging）という考え方に立っているともいわれ（津久井, 

1993: 580；Financial Times, 2022a），運用次第では例外の範囲が広くなることになる課

題の大きい規定である。 

さらに，輸出制限のうち輸出税については，上記の輸出数量制限のように原則禁止の規

定自体が置かれておらず，輸出数量制限のように例外の幅が広いといった議論ができる以

前の状態であり，存続及び新設が自由に行えることとなっている(6)。 

GATT 設立後，8 回のラウンド交渉を経て，輸入に係る貿易関連規則についてはその整

備が進んだ。具体的には，輸入関税が漸次引き下げられ，1964 年に開始されたケネディ・

ラウンド以降は，輸入関税の引き下げだけではなく，国内補助金に係る規律などが整備さ

れた。その後，1986 年に開始された第 8 回目のウルグアイ・ラウンド交渉では，新たに知

的所有権分野，サービス貿易分野，農業分野などについても実質的な交渉が行われた。農

業分野については，輸入関税の引き下げ交渉に加え，輸入数量制限等の非関税障壁，さら

には各国国内の農業補助金の削減も交渉対象に加わった。最終的には，輸入非関税障壁は

全て関税に置き換えた上で（関税化），事後削減していくこと，農業補助金についても貿易

歪曲効果に基づき分類した上で，貿易歪曲効果が大きい補助金については禁止し，また削

減するという約束がなされた。 

しかしながら，輸出制限については，上記の GATT 例外規定に基づき輸出数量制限の新

設や存続が引き続き可能なままとなっている 。輸入税については，全農産品の輸入関税の

上限を設定（譲許）した上で，ウルグアイ・ラウンドにおいて合意された内容に沿って削

減していく義務が生じたのに対して，輸出税については，そもそも上記のとおり原則禁止

の規定自体が置かれておらず，ウルグアイ・ラウンド交渉においても何ら進展がなかった。

ゆえに，輸入税のように譲許されず，したがって削減義務もなく，引き続き新設や引き上

げも自由にできるままの状態である。 
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なお，ウルグアイ・ラウンド交渉の結果，農業協定第 12 条において輸出数量制限を行お

うとする国は，WTO 農業委員会に通報する必要があり，当該輸出数量規制について輸入

国の要望に応じ協議する必要があるという規定が設けられた。ただし，この農業協定第 12

条による輸出制限導入の際の手続き規定は努力義務的な規定振りである(7)。すなわち，輸

出制限を導入する場合には，農産品輸入国の食料安全保障への影響に配慮し，可能な限り

事前に書面で農業委員会に通報し，輸入国等から要請があれば協議するとの規定が置かれ

ているが，通報は「可能な限り事前に」とされているだけで具体的な期限は定められてい

ない。また協議についても，要求できる資料内容や協議が不調に終わった場合の対応など

具体的なことは規定されていない(8)。 

2001 年にドーハ・ラウンドが始まり，その交渉対象として，通関手続き等の貿易円滑化

分野や環境分野も加えられるなど，対象範囲の拡大は行われてきた。交渉開始に当たって

は，日本をはじめ農産品輸入国を中心に農産品の輸出制限規制を進展させることに係る提

案も行われている。 

しかしながら，ドーハ・ラウンドは，先進国の保護削減のレベルや途上国の例外扱い等

について先進国と途上国との間での対立が大きいこともあって，交渉全体として妥結に向

けて議論が収束しなかった。また，議論の中心は，輸入制限に関するものが多かった。 

一方で，2007 年に農産品価格が高騰した以降，新型コロナパンデミック，ウクライナ戦

争が立て続けに勃発し，その際多くの国が輸出制限を導入し，この輸出制限が状況を悪化

させたことにより，国際機関や学会における輸出制限への問題意識が高まった(9)。ドーハ・

ラウンドにおいても，それ以前に比較すると輸出制限規制に関する議論もより多くなされ

るようになっている。しかしながら，結果的に，輸出制限規制は，WFP（World Food 

Programme：国際連合世界食糧計画）の食料調達を輸出制限の対象から除外することを除

き，進展していない。 

 

（２）GATT/WTO において輸出制限規制が進展しない要因 

 このように輸出制限が深刻な問題を引き起こし，国際機関や学会において問題意識が高

まったにもかかわらず，GATT/WTO において輸出制限規制が進展しない要因としては，

①GATT/WTO は輸出国が主導権を握る組織であること，及び，②途上国の反対が強いこ

とが考えられる。 

まず，GATT/WTO において輸出制限規制が進展しない要因の一つとして，GATT/WTO

は輸出国が主導権を握る組織で，主として輸入規制を撤廃することを目的として活動して

きた組織であることが挙げられてきた（Mitra and Josling, 2009；Olarreaga, 2013）。国

際機関における多国間の交渉においては，関心国が多い事項に議論が集中することが多く，

交渉結果も多数国の利害に左右される傾向がある。上記のとおり，2007 年以降，輸出制限

の問題が国際機関や学会等において認識されるようになっている。しかしながら，このよ

うに状況が変化して輸出制限について関心が集まるようになっても，GATT/WTO におけ

る議論は，結局は農産品輸出国の関心事項である輸入規制に係るものに傾いていっている。 
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さらに，GATT/WTO において輸出制限規制を進展させることに対する途上国の反発は

非常に強い。輸出制限を導入する際に事前に通報するという手続き的な規定であっても反

発が強く，ドーハ・ラウンド交渉においても進展していない。途上国にとっては，国内に

おける食料確保等のため輸出制限という政策を採る余地を残しておくことが重要である。

すなわち，そもそも途上国においては，国民の所得に占める食料購入支出の占める割合が

高く食料不足や農産品価格高騰が大きな政治問題になりやすい。また，途上国においては，

食料不足の際に海外から食料を購入する余裕がないばかりか，国内の食料が海外の先進国

から高値で買い取られて国内での食料不足が悪化する懸念を有している (10)。したがって，

世界的な食料不足時において，国内の食料をコントロールできるような政策余地を残すた

めにも農産品の輸出制限を自由に導入できるようにしておきたいという意向があり，輸出

制限規制を進展させることへの抵抗が強い。また，WTO においては，加盟国に占める途上

国の割合が増えてきている。そして，WTO ドーハ・ラウンド交渉は，その立ち上げ自体に

反対する途上国を巻き込むべく「ドーハ開発アジェンダ（Doha Development Agenda: 

DDA）」と命名され，貿易を通じた途上国の開発が最重要課題の一つとなっており，途上

国の声が反映されやすい環境となっている。なお，ドーハ・ラウンド交渉の開始と同時に

中国が途上国として WTO に加盟している。 

 

３．FTA における輸出数量制限規制の進展状況及び判断基準 

 

上記のとおり GATT/WTO という多国間の場では進展がほとんど見られない輸出制限規

制であるが，2 国間や複数国間の FTA においては進展しているものが多々見られる(11)。

Wu (2020)は，世界銀行による「深い」貿易協定に係るデータベースを対象に検討を行い，

2016 年までに締結された 295 の FTA のうち 246 の FTA が輸出制限に影響を与える規定

を有しており，輸出制限に関するルールづくりは輸入のそれに遅れをとってきたが，近年

そのギャップは埋められつつあると報告している(12)。Korinek and Bartos (2012)は，主要

な FTA について，地理的及び所得水準の多様性を確保することを意識しつつ，93 の FTA

をサンプルとして取り上げて検討し，輸出数量制限規制については 15，輸出税規制につい

ては 66 の FTA において，GATT/WTO より進展しているとしている。 

ところで，輸出制限は大きく分けて輸出数量制限と輸出税の 2 種類に分類できる

（Korinek and Bartos, 2012:  7）。輸出税は主として途上国によって使用されているが，

特に経済力のある先進国にとっては，輸出国により輸出税がかけられたとしても追加の支

出をすれば購入することができる。したがって，輸出禁止的な高関税がかけられる場合は

別として，必要な輸入量を確保する上で乗り越えることができないような問題にはなりに

くい。一方で，輸出数量制限については，高い価格を提示しても購入することができなく

なることから，先進国にとっても農産品を安定的に輸入する上で大きな支障となり，輸出

税に比べても国際貿易制度や農産品市場の非効率性に与える悪影響が大きい手法であると

言える(Anderson, 1988) (13)。GATT ウルグアイ・ラウンド交渉での輸入制限に関する議論
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においては，関税はそれを支払いさえすれば輸出できるが，数量制限は輸出量が制限を超

えれば取引ができなくなってしまうことから貿易上の問題が大きいとされ，数量制限を関

税に置き換える「関税化（Tariffication）」を行うことが基本原則となっている。このよう

な理由から，本稿において農産品に焦点をあてつつ FTA における輸出制限規制の進展に

ついて検討するに当たっては，国際貿易制度へより大きな悪影響を与え，先進国にとって

も農産品の安定的輸入に大きな支障となる輸出数量制限に特に焦点を当てて検討している

(14)。なお，貿易全体について輸出数量制限規制を進展させている FTA である場合でも，

農産品を例外として対象から除いているような場合は，輸出数量制限規制は進展していな

いと判断をしている。 

個々の FTA において農産品の輸出数量制限規制が進展しているか否かの判断基準とし

ては，本稿では，次の二つの基準に基づき進展度合いの判断をしている。上述のとおり，

GATT/WTO の規定において，輸出数量制限は GATT 第 11 条第 1 項で原則禁止されてい

る一方で，GATT 第 11 条第 2 項(a)，GATT 第 20 条(i)(j)及び GATT 第 21 条において幅広

い例外が認められている。FTA においては，まず，その例外規定のいずれか，又は複数の

例外を認めないことで輸出数量制限規制を進展させているものが見られる。また，手続き

面において，GATT/WTO の規定ではウルグアイ・ラウンドにおいて合意された農業協定

において輸出制限を導入することについての通報や導入前の協議の開始について「実行可

能な限り事前かつ速やかに」と規定されているものを，FTA では「30 日以内に」と具体化

して輸出数量制限規制を進展させているものが見られる。本稿においては，これらの例外

規定のうちの一つ又は複数のものについて，それぞれ，手続き面又は実質規則面の少なく

ともいずれか一方でも進展している場合には輸出数量規制管理が進展しているものと判断

している(15) 。 

 

４．EUの FTAにおける輸出数量制限規制の進展状況 

 

このような基準に基づき，EU が締結した FTA における農産品に係る輸出数量制限規制

の進展状況を見てみると(16)，40 件中 32 件について進展している（第 1 表）。数が多い上

に，8 割のものにおいて進展しており進展する割合が高い(17)。 
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第１表 EU の締結した FTA における輸出数量制限規制の進展状況 

 

注． 進展度については，輸出数量制限規制が進展していないものを「0」，輸出数量制限規制が進展しているものは，

その進展度に合わせて「1」～「3」とランク付けしており，基本的に，輸出数量制限の導入国に必要性の証明責任が課

せられる（注(5)参照）GATT 第 20 条の例外規定に係る手続き面での規制を進展させているものを「1」，輸出数量制限

の導入国に必要性の証明責任が課せられない GATT第 11条第 2項(a)の例外規定に係る手続き面での規制を進展させて

いるものを「2」，さらに，実質面で輸出数量制限規制を進展させているものを「3」としている。ただし，GATT 第 21

条の例外規定についても手続き規定を設けるなど，同じ「1」や「2」であっても全く同じ規定振りではない。なお，「2

～3」としているのは，一方の締約国・地域の進展度ともう一方の国の締約国・地域の進展度が異なるものである。 
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相手国によって進展度は異なっているが，食料を例示して輸出数量制限原則禁止の例外

を規定している GATT 第 11 条第 2 項(a)に係る輸出数量制限規制が進展しているもの（表

の進展度 2 及び進展度 2～3 のもの）における具体的な進展の仕方を見てみると，以下の

ような共通点が見られ，一種のテンプレートが形成されているのではないかと考えられる。 

すなわち，深刻な不足（serious shortage）が生じた場合は適切な措置を講じることがで

きるとした上で（ただし，貿易への影響を最小限にする方策でとの条件が付けられている），

講じるに際しての手続きとして，事前又はできるだけ早い時期に，関連情報を，EU と相

手国の代表者で構成され決定内容について法的拘束力をもった連合委員会（association 

committee）等へ提供することを求めている。そして，この委員会で 30 日以内に合意が得

られなかった場合に当該輸出数量制限措置を講じることができるとしている。さらに，実

施後も特に廃止の日程を作成するため，この委員会にて定期的に協議するとしている。 

なお，表において進展度が 2～3 の FTA は，締結相手国が EU の旧植民地である ACP

諸国（（アフリカ、カリブ海、太平洋諸国：African, Caribbean and Pacific Group of States）

であるが，これら FTA においては，EU 側に関しては，GATT 第 11 条第 2 項(a)及び GATT

第 20 条(i)及び(j)の例外自体が規定されず，輸出数量制限自体が行えないことになってお

り，ACP 諸国側と比較すると EU 側の義務が片務的に大きくなっている。しかしながら，

途上国である EU の相手国も，輸出数量制限を導入する際には，上記手続きを踏む必要が

あり，レベルの差はあれ，両サイドにおいて輸出数量制限規制が進展している。 

 

５．EUの FTA において輸出数量制限規制が進展することに影響を及ぼした要因 

 

（１）EU域内における輸出数量制限規制の進展 

EU の締結する FTA において輸出数量制限規制が進展することに影響を与えた要因を

考えるに当たっては，まずは FTA の締結主体である EU 自体が「深い」FTA を形成して

おり，この EU 自体という FTA の特徴が，相手国との FTA に与えた影響を考慮する必要

があると考える。 

EU と第三国との国際関係においては，EU の「規範パワー」，EU からの「規範の輸出」，

そして EU の「ブリュッセル効果」が指摘されてきた（遠藤・鈴木, 2012；大芝，2014；

ブラッドフォード，2022）(18)。特に FTA の交渉・締結に際しては，EU の経済規模が相手

国の経済規模と比較して大きく，まして相手国が途上国である場合は圧倒的に大きいこと

から，EU 自体の FTA における規定振りが，EU が締結する FTA に対しても影響を及ぼ

した可能性がある。 

そして，以下に述べるように，EU 自体という FTA において加盟国間の輸出数量制限規

制が大きく進展していることから，他の地域や国と FTA を締結交渉する際に，EU 自体と

いう FTA が一つのモデルとなって，当該 FTA に対して「規範の輸出」，「ブリュッセル効

果」という形で影響を及ぼし，輸出数量制限規制についても進展することになった可能性

がある。 
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EU 自体における輸出数量制限規制の進展状況を見てみると，次のような状態である。

EU の機能に関する条約（TFEU）では，EU 加盟国が輸出数量制限を導入することを原則

として禁止している（第 35 条）。ただし，例外規定（第 36 条）において，公共政策（public 

policy）や公共の安全（public security）を根拠とした一時的な輸出数量制限を導入するこ

とを認めているが，この第 36 条は，その但書において，このような輸出数量制限等は，恣

意的な差別の手段，又は加盟国間の貿易に対する偽装された制限を構成してはならないと

している。ここで，欧州司法裁判所は，この第 36 条の例外を狭く解釈しており，生命の保

護といった目的を達成するために厳格に必要であって必要性に釣り合った（proportionate）

なものに限定し，導入する国は必要性の証拠を提供しなければならないとしている

（Kleimann, 2022）。Kerikmae et. al. (2007）は，農産品等について，深刻で切迫した供

給問題が生じた時に一方的に輸出制限を課することができるかについて，条約はこのよう

な例外に言及していないので可能ではなく，農産品についても，加盟国が輸出制限を導入

する余地はないとしている（p. 4）。 

実際の判例でも，1970 年代に欧州における干ばつに際して，フランスがジャガイモの輸

出に際してフランス政府から輸出ライセシングを得ることを求めた時に（輸出ライセシン

グは自動的に発行される前提であるものの，実際にはかなり遅れて発行されることが多い），

欧州司法裁判所はこれを違法としている。また，欧州委員会は，この輸出制限の原則禁止

の規定に基づき，ジャガイモの輸出制限を導入しないことでベルギー及びオランダと合意

に達している（Kerikmae et. al., 2007: 2）。最近の例でも，2020 年 3 月にルーマニアが小

麦及びトウモロコシの輸出を禁止しようとした際には，欧州委員会は，この措置は必要性

に釣り合っていないと反対し，また，ルーマニアからルーマニア市民が自ら消費するため

の農産品が不足しているということを示す情報が何ら提出されていないと指摘しており，

翌月，ルーマニアは輸出禁止を撤回している（Kleimann, 2022）。 

このように，EU 加盟国が域内に対して農産品に係る輸出制限を導入することは，輸出

数量制限を含めて，大きく制限されていると考えられるが，仮に EU 加盟国が輸出制限を

導入しようとする際には，欧州委員会への通報が必要で，通報を受けた欧州委員会は，当

該通報を他の加盟国にも通知することになる。そして，欧州委員会は，輸出制限を導入し

ようとする加盟国や他の加盟国と協議しつつ，当該輸出制限が EU の機能に関する条約第

36 条の要件等を満たしているかどうか期限を区切って審査することになる（EU, 2015; 

EU, 2009; EC, 1969）。なお，欧州委員会は，これらの要件を満たされていないと判断する

際には，最終的には欧州司法裁判所に訴えて是正を求めることになる。ここで EU 域内に

おいて，EU 加盟国が農産品に係る輸出制限を導入しようとする際に欧州委員会に通報し，

そこで期限を区切って協議が行われる仕組みになっていることは，域内における輸出制限

規制を実質面だけでなく手続き面でも進展させていることになる。 

加えて，EU の機能に関する条約（TFEU）では，GATT 第 21 条に規定する国家安全保

障例外に関しても，導入を検討する際にはまずは加盟国間で協議すことを求め（第 347条），

域内市場の競争条件をゆがめる効果があるときは欧州委員会が当該国家安全保障例外を導
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入した国と協議し，例外規定が悪用されていると考える時は欧州司法裁判所に訴えること

ができると定めている（第 348 条）。GATT 第 21 条が規定する国家安全保障例外について

は，第 2 節第 1 項で述べたとおり，伝統的に各国は自国にとって安全保障上必要であるか

どうかは自らが決める（self-judging）という考え方に立っているともいわれ，GATT/WTO

においては規律がほとんど存在していない分野である。しかしながら，EU はこの例外規

定についても，厳しい手続き規定を設け，輸出制限規制を大きく進展させていることにな

る。 

前節において，EU が締結する FTA における輸出制限規制の具体的な進展の仕方には共

通点が見られ，一種のテンプレートが形成されているのではないかと指摘したところであ

る。EU が第三国と締結する FTA において輸出制限規制が進展する場合のほとんどは手続

き面での進展であるところ，上記のような EU 域内での手続き面での EU の輸出制限規制

の進展の仕方が，これら FTA におけるテンプレートに対して影響を与え，輸出数量制限規

制において，その進展につながったのではないかと推察される。 

 

（２）EUの途上国の開発協力 

 ところで，EU が FTA を締結した相手国は，EU より経済発展度が遅れている途上国が

多い。さらに，EU が輸出数量制限規制の進展している FTA を締結している相手国は，ほ

とんどが途上国である。 

そもそも EU にとって途上国との貿易は，石油をはじめとして，金属類の原材料や熱帯

農産品等の供給のために重要であった。ゆえに，EU は農産品に係るものを含め途上国の

輸出制限についても強い関心を持って対応してきており(19)，EU にとっては，途上国との

間で原材料の安定的供給を確保するために，輸出数量制限規制をはじめとした輸出制限規

制を進展させることは重要な課題である。 

しかしながら，第 2 節第 2 項で述べたように，GATT/WTO において輸出制限規制が進

展しない要因として途上国の反対が強いことが考えられることを踏まえると，EU が途上

国との間で締結した FTA において輸出数量制限規制が進展していることについては意外

感が強い。したがって，EU の特に途上国との FTA において輸出数量制限規制が進展して

いることに関しては，EU が途上国を援助する政策（以下，「開発協力政策」）が影響を及

ぼしている可能性が高いと考える。 

途上国にとっては，農産品等に係る輸出数量制限規制を進展させるためには，国内外の

需要を安定的に満たすための生産性向上など国内農業の競争力強化をはじめ，海外からの

農産品等の購買力を高めるための経済発展といった様々な構造改革を行う必要がある。EU

が途上国と締結した FTA には財政支援の規定が設けられているが，このような規定は，途

上国に対しては輸出数量制限規制を進展させるにあたって必要な国内の構造改革を進める

上での負担が軽減されるとの安心感を与えることになり，輸出数量制限規制が進展した

EU の規範に基づく制度を受け入れることを促すことになろう。 
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ここで，EU は，開発協力政策と貿易政策は相互補完的であると考えている。1993 年の

マーストリヒト条約第 3 条においては，「対外関係政策，安全保障政策，経済政策及び開発

協力政策において，対外活動の全体としての一貫性（consistency）を確保する」と規定さ

れている。このように，EU が実施する途上国との貿易政策と途上国への開発協力政策は

相互に密接な関係があることから，このような貿易政策とリンクした開発協力政策が，輸

出数量制限規制を進展させる必要性についての途上国の理解を得ることにつながり，ひい

ては途上国との 2 国間の FTA において輸出数量制限規制を進展させることにつながった

のではないかと推察される。 

実際に，EU が近隣諸国と締結した FTA においては，先進国と締結したものを除きほと

んどのものにおいて財政援助の規定が設けられている。そして，適切な手続き及び財源に

従い財政協力のパッケージが提供される旨規定されている。具体的な財政援助の仕組みと

しては，中東欧諸国の加盟候補国を対象とした Phare（Poland and Hungary: Assistance 

for Restructuring their Economies），SAPARD（Special Accession Programme for 

Agricultural and Rural Development），ISPA（The Instrument for Structural Policies 

for Pre-Accession）及び Turkish pre-accession instrument，西バルカン諸国を対象とし

た CARDS（Community Assistance for Reconstruction, Development and Stabilisation），

地中海南東岸諸国を対象とした MEDA（The Euro-Mediterranean Partnership）並びに

旧ソ連諸国を対象とした TACIS（Technical Assistance to the Commonwealth of 

Independent States）が提供されている(20)。 

また，EU が ACP 諸国と締結した FTA においては，財政援助の規定が設けられるのみ

ならず，資金は欧州開発基金（European Development Fund：EDF）や EU の一般予算

により賄われる旨規定しており，具体的な財源にまで言及する詳細な規定振りとなってい

る。 

 

 以上，EU が締結した FTA において輸出数量制限規制が進展している要因としては，EU

加盟国間において輸出制限規制が進展していることが EU の「規範の輸出」を通じて反映

されたこと，そして，途上国と締結した FTA においては，EU が途上国に対して開発協力

政策を実施していることにより途上国である相手国の輸出数量制限規制を進展させること

への抵抗感が薄らいだことが考えられる。 

 

６．輸出数量制限規制の進展を検討するに際しての EUの FTA の重要性 

 

EU の FTA については，上記のとおり，輸出数量制限規制が進展しているものの絶対数

が多い上に，その割合も高い状況にあるが，以下に述べるように，EU の FTA は，輸出数

量制限規制の進展の仕方としての普遍性が他国・地域が締結する FTA と比較して相対的

に高いことから，FTA 全般において輸出数量制限規制を進展させる方策を検討するに当た

って，より参考になるのではないかと考える。 
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（１）FTAの種類：南型，NAFTA 型，EU 型 

FTA には，EU による EU 型，北米諸国による NAFTA 型，アフリカ諸国，ラテンアメ

リカ諸国，旧ソ連諸国間の南方型があると言われる（Bacchini et. al., 2015）。輸出数量制

限規制についても，これらの型間で規定振りの違いが大きい。EU 型の FTA においては，

GATT 第 11 条(a)，GATT 第 20 条(i)及び(j)，GATT 第 21 条等の例外規定について，個々

の規定ごとにその例外を認めないことにしたり，手続き規定を具体化したりして輸出数量

制限規制を進展させている。一方で，北米型の FTA においては，GATT 第 11 条(a)，GATT

第 20 条(i)及び(j) ，GATT 第 21 条等の例外規定全体を対象として，適用する場合にそれ

までの輸出向けと国内向けの割合を変えないこと，国内価格との差を設けないこと，既存

の流通経路を阻害しないこと等を条件として設定することで輸出数量制限規制を進展させ

ている。他方，南方型の FTA においては，一般的に FTA の対象分野は狭く，また規制内

容も「浅い」と言われているが，輸出数量制限規制に関しては旧ソ連諸国間によるものは

進展している。その具体的な規定振りは，GATT 第 11 条(a)，GATT 第 20 条(i)及び(j)， 

GATT 第 21 条等の例外規定ごとの対応を規定していない点において NAFTA 型に近いと

もいえるが，輸出数量制限を導入できる場合を限定し，また厳格に規定された期間に限る

とするなど，NAFTA 型とは規定振りが異なる。 

 

（２）EU型の FTAの重要性 

上記のとおり南方型であっても旧ソ連諸国間のもので輸出数量制限規制が進展してい

るが，これらは元々ソ連という 1 国を形成していた国間のものであり普遍性が乏しいと考

えられる。一方で，NAFTA 型については，輸出数量制限規制が進展しているものも存在

しており，また，元々1 国であるという経緯がない国間のものであり，輸出数量制限規制

を進展させる方策を検討するにあたって，参考にする意味があると考えられる。 

ここで Bacchini et. al. (2015）は，EU 型の FTA の特徴として，統合プロセスを進める

ための組織をまず形成し，詳細設計はその組織に委任される形であるとしており，一方で

NAFTA 型は，組織は形成されず，最初から規則を詳細に規定しているとしているが，こ

の特徴は，次に述べるように輸出数量制限規制についても当てはまる。すなわち，EU の

FTA においては，政治ダイアローグのために法的拘束力のある共同委員会という組織を設

置して制度化し，この組織を通じて法令の近似化も進めようとしている。EU が旧ソ連諸

国と締結した FTA のように，輸出数量制限規制を進展させることを含めた法令の EU と

旧ソ連諸国間の近似化自体については，FTA 締結後に FTA で設置された組織で検討する

という規定振りになっているものもある。 

一方で NAFTA 型においては，EU の FTA のような法的拘束力を有する共同委員会とい

った組織は設置せず，FTA 本体に，輸出数量制限を導入する場合にそれまでの輸出向けと

国内向けの割合を変えないこと，国内価格との差を設けないこと，既存の流通経路を阻害
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しないこと等の条件を満たす必要があること等を細かく規定することにより輸出数量制限

規制を進展させている。 

ただし，この NAFTA 型で輸出数量制限規制が進展している FTA を見てみると，NAFTA

加盟国のカナダが締結した FTA13 本のうちチリ及びコスタリカと締結した 2 本と，ロシ

ア主導の EAEU（Eurasian Economic Union：ユーラシア経済同盟）がイランと締結した

1 本の合計 3 本と限られている。なお，EU と異なり，NAFTA 自体は他の国や地域と FTA

を締結していない。 

一方で，EU 型の FTA で輸出数量制限規制が進展しているものでは，まず EU 自体が多

くの FTA を締結して輸出数量制限規制を進展させているほか，EU が輸出数量制限規制を

進展させた FTA を締結した第三国が他の第三国と締結した FTA や，EU が輸出数量制限

規制を進展させた FTA を締結した第三国同志で締結した FTA で輸出数量制限規制が進展

しているものが見受けられる。また，アイスランド，リヒテンシュタイン，ノルウェー及

びスイスで構成される EFTA（European Free Trade Association：欧州自由貿易連合）が

締結した FTA のうち輸出数量制限規制が進展しているもの（8 本）は，EU 型である。 

以上のように，こと輸出数量制限規制が進展した FTA に関しては，EU 型を採るものの

数が多く，また，条文自体に輸出数量制限規制を事細かに規定するのではなく，共同組織

によって規制を進展させようとする EU 型の方が，FTA 締結国間で調整する上での柔軟性

が高いのではないかと考えられる。ゆえに，EU 型は，今後 FTA においての農産品を含め

て輸出数量制限規制が進展してものにするよう検討するに際しては，より参考になるので

はないかと考えられる。 

 

 

注 

 

(1) 物品を安定的に供給するためにはなるべく他国に依存しないようにすべきであって，国内で十分な農産物生産を

確保することが重要であると考えると，国内生産に重きを置く政策を推すことになる（以下，「国内生産重視政策」） 。

反対に，農業生産に比較優位が無い場合は，自国内での農産物供給にこだわるべきではなく国際貿易による輸入に

頼ることが望ましいと考えると，海外からの輸入に重きを置く政策を推すこととなる（以下，「国際貿易重視政策」）。

これら国内生産重視政策と国際貿易重視政策については，羽村（2025）を参照されたい。 

(2) メルコスールとの FTA については，今後発効するには欧州議会による批准が必要である。なお，欧州議会が，批

准について検討する際に，EU の違法伐採規制との関連で欧州司法裁判所に司法判断を求めたことで FTA の施行が

遅れることになったが，暫定的に適用されることも考えられる（Financial Times, 2026c; 2026d）。インドとの FTA

については，今後，署名に向け加盟国による承認手続きに入ることになる。 

(3) なお，これらの FTA は，EU にとって，工業品のダンピング輸出等で貿易関係の摩擦が絶えない中国に対抗する

上で，また，NATO 同盟国同士であるにもかかわらず，一方的な関税を賦課し，また，グリーンランド領有を求め

るなど亀裂が拡大する米国に対抗する上で，地政学的に非常に重要であると考えられている（Financial Times, 

2025k）。 

(4) GATT の東京・ラウンドにおいては，いくつかの交渉グループにおいて輸出制限が取り上げられており，世界貿易

を律するための国際的な枠組みの改善について交渉するフレームワーク交渉グループにおいては，当時の GATT の

規定では輸出制限を発動する場合の基準及び手続きが，輸入制限の場合と比べ整備されていないとの認識が示され

ており（津久井, 1993:  365），GATT においても輸出制限に係る規定が輸入制限規制に比較して不十分であるとの

認識はあった。 

(5) GATT 第 11 条第 2 項(a)の例外規定と GATT 第 20 条の例外規定の関係については，前者は免除規定（exemption 

or a carve-out）であるのに対し，後者は例外規定（exception）であって，後者については輸出制限の導入国に証明

責任が生じるという点で前者より適用条件が厳しくなっているとされる（WTO, 2020）。 

(6) 輸入関税も原則禁止とされていないことは同様であるが，輸入関税については，ウルグアイ・ラウンド交渉の結果，

各国は関税の上限について約束し（譲許），これを削減することになっている。 

(7) 農業協定 12 条（輸出の禁止及び制限に関する規律）は，食糧の輸出の禁止又は制限を新設する場合に遵守しなけ
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ればならない条件として，(a) 輸出の禁止又は制限が輸入加盟国の食糧安全保障に及ぼす影響に十分な考慮を払う

こと，(b) 新設に先立ち，農業委員会に対し，実行可能な限り事前かつ速やかにそのような措置の性質及び機関等の

情報を付して書面により通報し，要請があるときは，輸入国として実質的な利害関係を有する他の加盟国と当該措

置に関する事項について協議し，要請があるときは，当該他の加盟国に必要な情報を提供することを求めている。 

(8) 食料純輸入途上国については，この農業協定第 12 条の手続き規定すら適用対象外となっている（農業協定第 12

条第 2 項） 

(9) Rogerson and Dixit (2012)は，2007 年～2011 年の価格高騰時における農産物への輸出制限が国際貿易制度への信

頼感への懸念を増大させたとしている（p. 19）。WTO 事務局の元農業商品部長は，輸出制限が導入される例が増え

ているとして，WTO の輸出制限に対する規律は輸入制限に対する規律に比べて弱く強化する必要があるとしてい

る。そして，ドーハ・ラウンドが成功すると食料へのアクセスしやすさ（accessibility）や食料の入手可能性

（availability）が改善するだろうが，輸出制限という重要な課題が扱われていないことが課題であるとしている

（Boonekamp, 2012, p. 202）。Wager (2009)は，食料の安定的供給を確保するためには規模が大きく多様性に富む

グローバルな食料市場に組込まれることが重要だとしつつも，輸入に過度に依存することにより，消費量に占める

貿易割合が低い上に輸出国が限られているといったグローバルな食料市場の弱点にさらされることになり，この弱

点は輸出制限の使用を制限する拘束力ある規則が存在しないことによって増幅されるとしている。 

(10) 農産物純輸出国であっても，経済状態の良くない途上国等においては，輸出制限管理を進展させることに慎重に

なると考えられる。新型コロナパンデミック時やロシアのウクライナ侵攻時においては，穀物など価格が国際的に

決定される農産物については，農産物純輸出国であるラテンアメリカ諸国であっても国内における農産物のインフ

レ圧力に直面しており（Financial Times, 2022b），アルゼンチンは輸出制限を導入している。 

(11) WTOにおいては，2国間や複数国間における貿易自由化を定めた自由貿易協定（FTA：Free Trade Agreement），

関税同盟（CU：Customs Union），途上国に対する特別扱いに係る授権条項に基づく特恵的貿易協定（PTA：

Preferential Trade Agreement）の総称として地域貿易協定（RTA：Regional Trade Agreement）という名称を使

用している。なお，この FTA に，EU が途上国と締結している経済連携協定（EPA：Economic Partnership Agreement）

や経済連合協定（AA：Association Agreement）が含まれている。一方で，世界銀行においては，FTA，CU，PTA

を含む貿易協定の総称として PTA を使っており，定義の仕方が異なっている（Mattoo, 2020, 注 1）。本稿において

は，日本の行政実務において，FTA，CU，PTA を含む貿易協定の総称として FTA が使われることが多いことから，

FTA をこれら貿易協定の総称として用いることとする。 

(12) この世界銀行のレポートにおいては，世界銀行の定義に基づき，PTA という名称を用いているが，本稿において

は，注(11)の定義に基づき FTA としている。 

(13)  Mitra and Josling (2009)は，輸出数量制限は輸出税より国内厚生に対してもより悪影響を及ぼしていることを

指摘している。 

(14) 輸出制限が導入される対象産品は，農産物や天然資源であることが多いが，近年では新型コロナパンデミックを

受けて医療品についても導入されて議論を引き起こした。輸出制限に関する GATT 第 11 条第 2 項(a)，GATT 第 20

条，GATT 第 21 条等の規定においては，特に農産物とその他の物品を区別して規定していない 。FTA においても

両者を区別して扱っていないケースが多くある。本稿においては，農産物に輸出制限規制が適用されているか否か

の違いについては，これら個々の規定の対象として農産物が含まれる FTA かそうでないかという点を基準に判断し

ている。 

(15) なお，農産物について国内で危機的な不足が生じた場合でも輸出制限を導入することが全くできないとすること

は，EU が加盟国の旧植民諸国に対してするように，かつての宗主国と植民地といった歴史的に特別な関係がある国

間における例外的な場合を除いて，現在の国家間においては困難であると考える。歴史的に特別な関係がない国家

間ででき得ることは，相手国において危機的な不足が生じていないにもかかわらず，相手国の政権の政治的意図で

（特に権威主義的政権が，特定の利害集団と結びついた体制の維持のために，相手国に対し輸出制限を武器として

使用するために導入することが懸念される），相手国国民全体の利益にも反する形で輸出制限が導入されることをで

きる限り防ぐことであると考える。 

(16) 本稿における検討対象の FTA は，EU の FTA を含めて，2020 年 12 月 30 日時点で WTO に通報されているもの

である。施行された FTA の数は，2010 年前後をピークに徐々に減ってきており，この傾向は現在も続いているが，

2021 年のみ急増している。これは，英国が 2020 年末に EU から離脱し，英国が第三国との貿易に支障をきたすこ

とがないよう急ぎ FTA を締結したからである。しかしながら，これらの英国が締結した FTA については，EU の

FTA の影響を大きく受けている可能性が高いことから，検討対象から除くことが望ましいと考える。2020 年 12 月

31 日に英国の FTA 通報が 27 本も行われており，さらに 2021 年に入っても多くの英国の FTA が通報されている

が，本稿の分析からは，これら英国の FTA は対象から除かれることになる。なお，EU と海外領域(overseas countries 

and territories)との FTA 及びフェロー諸島との FTA は，それぞれ相手国が，加盟国の海外領域であったり，自治

領であったりして主権国家ではないこと，また，EU とパレスチナ自治区との FTA は，EU が締結時点において国

家承認していないことから，除外している。 

(17) Hidalgo (2013)は，EU によって締結された FTA は，一般的に，輸出制限の適用をある程度規制する規定を含ん

でいるとして着目し，事例を紹介している。 

(18) 最近，EU の環境規制の緩和などを踏まえ，EU のブリュッセル効果が終わったとの見方が強くなってきている

との指摘も見られる（臼井，2026）。ただし，本稿で検討対象としている EU の FTA は，注 16 で述べたとおり 2020

年 12 月 30 日時点で WTO に通報されているものであり，少なくともこの時点においては，ブリュッセル効果は大

きくは減退していないと考える。 

(19)  例えば，WTO における各国 FTA の審査会においても，ウクライナとアゼルバイジャン間の FTA について，

WTO 作成の実施状況レポート（implementation report）が小麦及び大豆の輸出制限に係る規則の変更に言及して

いることに関連して，EU は，ウクライナが穀物の輸出制限を導入した理由について質問するなど，途上国間の農産

物の輸出制限にも関心を示している（WTO, 2016）。 
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(20) Blockmans and Lazowski (2006)は，EU の財政援助は，近隣諸国に対する EU の政策を支える手段であるとし

て，これらの財政援助の政策を紹介している。 
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